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1本 論文の主旨および構成
1-1本論文の主 旨
本論文は、東中欧地域の電気事業およびガス事業 における規制改革について考察したもの
である。本論文の目標は以下の2点 にあるとされている。第一点目は、規制政策を中心 とし
て、政治 ・経済体制や制度のあり方を検討す る際の比較考察の基準を示すこと。第二点目は、
東中欧の電気およびガス事業の規制改革に注 目し、その重要性 を示すことで、研究者の 「間
欧」観、つ まり東中欧を単に西欧 ・旧ソ連問に位置する従属的な小国群とみなす思考の枠組
みの転換を図ることである。
そのため、提出者は、「東中欧」、「体制移行」、「規制改革」、「東中欧の電気 ・ガス事業 に
おける改革」 という4つ の視点が重要であることを説いている。その上で、この4つ の視点
を貫 く考察の基点に、持続可能な市場競争制度の構築 運用というコンセプ トを置いている。
第一一の視点は、東中欧(EastCentralEurope)である。東中欧とは、地理的には、旧オー
ス トリア帝国を中心 とする中欧(CentralEurope)地域の東側に位置 し、体制.1二、社会主義
圏に帰属 した国々を意味す る。1989～1990年における東中欧の体制転換後、15年以上が経
過 したが、この間、東中欧では、最大の外交目標であったEU加 盟が実現 した。東中欧では、
世界の経済改革史上、質及び規模の点で、類例のない規制改革が実施 されてきた。質的には、
東中欧の規制改革は、社会主義経済から市場経済への移行 とい う経済改革であると同時に、
権威主義体制から民主制への移行という政治改革で もあった。これは、先進国や南米の規制
改革 にはない現象である。また、その規模を見ても、民営化の対象とされた企業の活動範囲
が各国GDPの7～8割程度に及んでいる、
体制転換直後の東中欧ではもう.一つ特徴的な動きが見られた。社会主義体制下の過度な規
制への反動として、一部に自由放任主義的な政策が志向された。 しかし、それは他面で経済
実績の低下や不透明な企業活動の発生などを招いた。そのため、たんなる規制緩和 ・自由化
というより、規制の質の向上 を目指す規制改革に取 り組むことになった。東中欧は、EU加
盟 を通 して先進国との経済関係の強化を図 り、そこから助言を得たこともあり、結果、諸々
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の取り組みに.....・定の成果が見 られた。
つぎに、提出者は、東中欧の うち、とくにチェコ、ハ ンガ リー、ポーランドの3力 国に対
象を絞 っている。当該3力 国が東中欧圏の核を構成 しており、旧 ソ連 ・東欧諸国の中では比
較的長い独立国 としての歴史を有 しているからである。これは、1998年3月にNATOに加
盟 し、2004年5月にはEUに 加盟 したという先進性にも現れている。
さらに、当該3力 国は東中欧の民営化や外資誘致においても、中心的な地位にある。たと
えば、インフラス トラクチャー関連の民営化による売却額を見 ると、1992年を基準年とし、
2003年までにその額は3力 国合計で229億7,700万ドルに達 している。 これは、1日ソ連 ・東
欧圏全体の民営化における売却額39816,200万ドルの57.6%に相 当する。また、2003年の
FDI受入れ額で.見て も、3ヶ国 の合計額93億2100万ドル は、旧東 欧圏の合計額186億
3,600万の50.0%に相当する(UNECE,2004P.95>。
第二の視点は、体制移行(TransidonofRegime)である。東中欧における電気 ・ガス事業
の規制改革は体制移行、とりわけ、社会主義から資本主義への移行を契機 として実施 されて
きた。そのため、提出者は、社会主義か ら資本主義への体制移行が当該規制改革に与えた影
響に注 目している。
第三の視点は、規制改革(RegulatoryReform)である。電気事業およびガス事業の規制改
革に注 目する理由は、それが近年の政策転換を代表 してお り、それを分析することで政治 ・
経済 ・社会で起こった変化を考察できると考 えたからである。1990年代後半以降、OECD
諸国は、1990年代前半までの 自由化政策を是正し、規制の質の向上に改革の重点を置 くよう
になった。そこでは、経済効率化と伺時に、真に必要 な政府機能の確認、安定供給 と安全性
の強化、情報公開によ弓民主主義制度の発展などにも重点が置かれるようになった。結果、
規制改革では、社会 ・環境など諸々の側面と均衡の取れた経済発展が重視 されるようになっ
た。このように、従来と異なる理念と手段 を採用する点で、規制改革は政策の転換点であっ
たといえる。
第四の視点は、東中欧の電気 ・ガス事業における改革である。電気事業およびガス事業は、
その必需性 と国際情勢の変動 といった要因に加え、近年の政策転換によっても、大きな変化
のあった産業である.し たがって、そこでの規制改革を分析 し、それが政治 ・経済 ・社会に
及ぼ した意義を考察する必要がある。電気およびガス事業の規制改革に焦点を当てる理由は、
それだけではない。東中欧の電気および ガス事業の発展は、EU圏の経済 を東から支える役
割を担っているばか りか、天然ガス供給では世界市場への輸送路を確保する戦略地域 として
重要な政治的役割を果たしている。 この点では、カスピ海 ・中央アジア諸国の政治的安定化
にも寄与 しているのである。よって、東中欧の両事業に注 目し、当該改革の有効性を検証 し、
その意味を考察する必要がある。
...E述した四つの視点を貫 く考察の軸と して、提出者 は、持続可能な市場競争制度の構築 ・
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運用を、 もっとも重要であるとしている。社会主義から資本主義への移行の結果として生 じ
る最 も顕著なものは競争市場の創設であるが、規制改革による持続可能な市場競争制度の構
築 ・運用こそが、そこで一定の成果を挙げるための有効な手段 となる。実際OECD諸 国で
は、規制改革による一定の成果が見られるからである。
本論文の構成は、以下の通 りである。
1-2本論文の構成
序章
序一1問 題提起
序一z先 行研究の傾向と本論文の意義
序一2-1先 行研究の傾向
序一2-2本 論文の意義
序一3本 論文の構成
第Il章 規 制改革 の理 論
II-1政 策 目標の設定
II-1-1経 済的 目標
II-1-1-1財 政健 全化
皿一1-1-2経 済 ・産 業活性化
H-1-2政 治 ・社会 的 目標
n・一2政 策手段 の選択
H-2-1包 括牲 と集権制 の有 無
u-z-z所 有 権 ・経営権 の移 転
n-2-2-1民 間売却型
II-2-2-2PPP型 民営化
且一3代 替規制
n-s-1排 出権 取引
H-3-2環 境税
H-3-3政 策 融合
H-4ア ンバ ン ドリング とオ ープ ンァクセ ス
II-4-1概 要
II-4-2ア ンバ ン ドリング
II-4-3オ ープ ンア クセ ス
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且一5イ ンセ ンテ ィブ規制
II-6安 定供給 とユニバ ーサル ・サ ービス
II-7RIAの導入
II-8小 括
第皿章 旧体制における規制改革 ・民営化政策
ID-1諸 問題の深刻化と体制転換
ID-2改革の進展
皿一3小 括
第IV章 新体制 におけ る規制改革 ・民 営化 政策
IV-1各 国別 の規 制改革 ・民営化政策
IV-r-1ハ ンガ リー
W-1-2チ ェコ
IV-1-3ポ ー ラン ド
IV-2成 果
W-2-1概 要
W-2-2t一 ラン ドの経済回復要 因
m-3諸 問題 ・諸諜題 の発生 と対策
IV-3-1政 策 立案 ・実施 能力の欠 如
n-3-2自 発 的売却 と外資参入
N-3-3透 明性 に関わ る問題
IV-3-4対 策
n'一...4小括
第V章EUの 電気 ・ガス事業における規制改革
V-12003年の電力指令およびガス指令
V-2グ リーン電 力振興指令および排出礁取引指令
V一一3国 際協力の進展 と取引所制度の発展
V.一3-1国 際協力の進展
V-3-2取 引所制度の発展
V-4制 度改革と主要事業者の企業改革
V-5新 たなエネルギー政策
V-5-1電 力指令およびガス指令の改正案
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V-5-2「 エ ネル ギーパ ッケ ージ」提 案の影響分析
V-5-2-1影 響分析の概要
V-5-2-2影 響分析の 内容
V-6小 括
第VI章 東 中欧の電気 ・ガス事業 にお ける規 制改革(1)政 策転換
VI-1政 策転換 の概 要
VI-2電 気 ・ガス事業 法令
vT-z-1-1電 気事業 法令の概要
VI-2-1-zガ ス事業 法令の概要
VI-2-2参 入 ・退 出規制
M-2-2-1電 気事業
VI-2-2-2ガ ス事業
W-2-3ア ンバ ン ドリング規 制
VI-2-3-1電 気事業
Vl-2-3-1ガ ス事業
W-2-4料 金規制
VI-2-4-1電 気事業
VI-2-4-2ガ ス事業
刷 一3省 エ ネル ギー ・再生可能 工.ネル ギ ー促進、排 出権 取引 と社会 的結束
VI-3-1省 エ ネル ギー ・再生 可能 エ ネル ギー促進
VI-3-z排 出権取引法令
VI-3-3電 気 ・ガス事業 と社 会的結束
VI-4小 括
第、贋章 東中欧の電気 ・ガス事業における規制改革(2)企業改革と成果
皿一i国 際協力と外資参入
皿一1-r国 際協力
W-1-2外 資参入
V皿一2企 業戦略と戦術の変更
V"II-3改革後の市場構造と市場シェア
皿 一4成 果
V卜4-i経 済 ・社会的成果
V皿一4-2企 業面での成果
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、彊一5課 題
田 一6小 括
結語
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2本 論文の概要
序章では、「1-1本論文の主旨」で述べた諸点を問題提起 として詳 しく説明 し、内外の先
行研究の分析 を紹介 しながら、「規制政策を中心として、思考の枠組みの再構築や一層精緻
な学術体系の構築に寄与する」 とした本論文の目標に言及 している。
第H章 「規制改革の理論」では、まず電気 ・ガス事業を中心に、持続可能な市場競争制度
の構築と運用に向け、規制改革がいかに有効であるかを、経済効率化、財政健全化、産業活
性化などの観点から捉 え、具体的なデータに基づきそれを検証 している,そ のうえで、規制
政策上のい くつかの目標が相互に柑反する可能性があることを指摘 し、経済効率性の達成 を
第一義 としつつ も、諸々の政策目標に優先順位をつけ、ウェイ トづけすることが重要である
と指摘 している。 また、ネッ トワーク産業に欠かせないインフラ ・ネッ トワークと運営の上
下分離(ア ンバ ンドリング)や オープン ・アクセ.スおよびインセンテ ィブ規制(プ ライスキ
ャップ規制)の 導人といった問題を、東中欧がEU指.令を前提にどのように実現 したのか、
その経緯 と改革結果を詳 しく述べている。
第 皿章 「旧体制 における規制改革 ・民営化政策」では、東中欧の旧体制..ドにおける経済 ・
財政の行き詰まりから、体制転換は不可避であったとし、旧体制下、規制改革 ・民営化政策
が新 しい時代を開 く基軸的な政策になっていった経緯を説明 している。提出者は、東中欧に
おける社.会主義体制の崩壊要因を、.持続可能な市場競争を通 した最適解の模索機会の欠如に
見、その背景には政治 ・経済面で過度な規制があったことを指摘 している。第皿章後半部で
は、体制転換のプロセスを詳細にフォローし、社会主義体制下の段階的な市場競争制度の導
人を、新体制下の規制改革 ・民営化政策の推進に好ましい影響 を与えた点で、 「一定の評価
に値する」 と見な している。
第IV章「新体制における規制改革 ・民営化政策」では、ハ ンガ リー、チェコ、ポーランド
の規制改革 ・民営化のプロセスとそれが当該産業、u民 経済に及ぼ した影響について述べて
いる。提出者は、改革 は大 きな進展を遂げたものの、規制政策 と民鴬化政策の立案 ・実施能
力が必ず しも十分ではなかったため、いずれの国で も問題が発生 したとし、その原因に言及
している。すなわち、諸問題の発生原因には、先進国一般 に共通する要因以外にも、東中欧
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に固有の要因があったとし、東中欧に固有の要因として、政府が.市場経済化 と民営化プロセ
スを同時に進めるという二重課題に直面 したこと、政策立案の根拠 となる統計データが整備
されていなかったこと、エージェンシー問題に加 え、政府 ・省庁内の主導権争いが見 られ た
ことなどを挙げている。とはいえ、規制改革 ・民営化政策の結果、資本市場の発達など、い
ずれの国でも一.淀の経済成果があがったとし、 これらの諸成果が電気 ・ガス事業者の資金調
達 を円滑化するなど、事業活動を直接 ・間接に支 えたとしている。
続 く第V章 「EUの電気 ・ガス事業における規制改革」では、EUの電力指令、ガス指.令、
その他の関連する諸指令(グ リーン電力振興指令、排銀権 取引指令など)に即 してEUレ ベ
ルおよび旧EU15力国の電力 ・ガス事業の改革 を考察 している。EUで は、1990年代以降 に
改革が実施 され、近年では2003年に電力指令およびガス指令が採択 された,こ の指令の発
布以降も、再生可能エネルギーに関す るグリーン電力振興に関する指令、排出権取引市場の
設置に関する指令など、一連 のエネルギー関連指令が採択 され、加盟国は国内法を整備 し、
政策変更に取 り組む必要が生 じた。 これに伴い欧州の大手電力 ・ガス事業者は企業改革を進
め、国際的なM&Aな どを通 じて越境活動を活発化 した。2007年には、2003年の電力 ・ガ
ス指.令の改正案に加 え、エネルギー規制当局間の協力のための機関設立案、および電気 ・ガ
ス事業におけるネッ トワークへのアクセスに関する規制案を包括的に提示 した 「エネルギー
パ ッケージ」案が提案 されている。 これらの提案は、既存の規則 ・指令が.各国内および各国
間における執行過程で必ず しも期待 された効果を発揮 していない という反省にたって、電
力 ・ガス改.革を...段と推進 しようとしたものである。また、欧州め電力 ・ガス改革に特徴的
なことは、近年国内 レベルにとどまらず、EUレベルでも規制影響分析(RIA)を行 ってい
ることである。提出者は、その概要 と内容を紹介 し、EU加盟国では電気 ・ガス事業におけ
る規制改革の効果が着実にあがりつつあると指摘 している。
これに続く最後の2つ の章が、本論文のコアをなす部分である。
第魎章 「東中欧の電気 ・ガス事業における規制改革(1)政策転換」では、東中欧の電気 ・
ガス事業における規制改革の進展 プロセ.スを分析 している。東中欧の3つ の政府は、いずれ
もEU加 盟を果たすために、国内法の改正.や経済 ・産業の構造改革を通 してfi場経済化 をは
かった。電力 ・ガス事業の規制改革で とくに重要なのは、発電一一送電 一配電一小売供給の垂
直分割に関わるアンバ ン ドリングと料金規制の改革(プ ライスキャップ規制やヤー ドステ ィ
ック査定に代表される.インセンテ ィブ規制)で ある。提出者は、 これを分析 し、東中欧では
イギリス型規制改革 ・民営化政策が採 られたことを明らかにしている,、また、そうした法制
度改革に対応 して、電力 ・ガス事業者 も事業再構築 を行い、企業組織、:企業行動の改革に取
り組んだ。提出者は、東中欧では、政府 と企業が共同歩調をとりながら、国際機関などの資
金 ・知識.協力を得、欧米大手の電気 ・ガス事業者の資本を導入し、技術 ・経営 ノウハ ウの獲
得に励んだとし、その間の事情 を詳述 している。その結果、東中欧は電力輸出量の増加や電
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力 ・.ガス利用の効率化、エネルギー関連CO;排出量の抑制に一定程度成功 したとしてい.る。
さらに、企業実績の改善指標として、上場した電気 ・ガス事業者についてROEやROAを 調
:査し、それ らが良好であること、また純益の増加や株価の..ヒ昇により、格付けが向上 してい
ることなど、その成果を確認 している。 これらの改革成果は、 また、東中欧3力 国の市場開
放の促進、料金規制のさらなる改革(収 入キャップ規制の導入)、およびEU「エネルギーパ
ッケージ」提案への素早い対応 な.ど、 さらなる改革を導いたとしている。
最後の第w章 「東中欧の電気 ・ガス事業における規制改革(2)企業改革 と成果」では、
国際協力と外資参入の現状を分析 し、外資参人に伴い企業の戦略 ・戦術がいかに変わったか
を考察 している。 津た、内外の競争に伴い、いかに市場構造が変容 し、市場シェアが変化 し
たかを追跡 し、規制改革の成果をマクロ経済レベルおよび ミクロ企業 レベルでまとめている。
さらに、第w章 後半部では、電気 ・ガス事業の残 された改革課題として、再生可能 エネル
ギーの利用促進、適正料金の設定 ・徴収、競争力の確保、弱者対策、国際競争力の向上、原
子力の安全性確保、地域住民の理解の促進、および更なる情報公開の必要性などを挙げ、逐
次検討 している。 これらの課題を克服すれば、規制改革はさらなる成果 を期待できるとい う
のである。
結語では、以上の分析を踏 まえ、東中欧の電気 ・ガス事業改革は1990年代前半までの改
革とは性質が異なる点 を強調 している。当初改革の目的は、民営化 と自由化を促進すること
で経済効率性の改善を図るものであったが、現在では、環境保護をはじめ、供給安定姓 と安
全性の強化、社会的結束の強化や情報公開など、経済 ・社会 ・環境 といった諸側面の均衡の
取れた発展の実現を目指 した ものになっている、とい うのである。最後に、提出者は、電
気 ・ガス事業は、そのネットワーク産業 としての特性から、国際的にも欧州の電力 ・ガス統
一市場の発展に、また全欧 ・ユーラシァ圏の安全保障に貢献するものになっているとし、東
中欧における電気 ・ガス事業改革 は、時代 を画する政策転換であり、持続 可能な市場競争の
構築 と運用を目指 した点にその意義があったと結論 してい.る。
3審 査結果の要旨
以上が提出論文の趣旨、構成、内容である。 この論文申請を受け、本年7月16日(水 曜
日)の午後5時 半から約90分、4人の審査員が集い、申請者(辻 本政雄)と 質疑応答を繰 り
返すかたちで、論文の内容について審査を行った。その結果は、以下の通りである。
3-1本論 文の長所
まず、本論文の優れた諸点として、以下の3点 が挙げられる。
242一
東中欧における電気事業およびガス事業の規制改革
第.・..点目は、当該テーマにア.ブローチした論文は、日本では皆無であり、本論文が最初の
試みである点である。すなわち、東中欧の規制改革を本格的に取 り扱った論文はこれまでな
かったこと、また電気 ・ガス事業 といった重要な公益事業の改革 を扱った論文 も、これまで
はなかったこと。いわば、本論文はパ イオニア的なものであり、今後のロシア ・東欧学会な
いし公益事業学会の発展に寄与す るところ大 と認めるものである。
第二点 目のメ リットは、「四つの視点」というマクロ ・ミクロ経済学を統合 した総合的ア
プローチを採用 している点である。従来は、マクロ経済レベルで分析する研究がほとんどで
あり、産業 レベルの詳細な分析はほとんどなかった(日 本の研究状況)。また、逆に産業組
織 ・ミクロ応用的な研究では、政治経済体制の分析が軽視 されがちだったが(外 国の研究状
況〉、総合的なアプローチを採っているため、本書はそうした欠陥に陥っていない。例 を示
そう。社会主義時代には、持続可能な市場競争制度が存在せず、財政悪化や環境破壊 などの
問題が発生 していた。 したがって、体制転換後、自由放任主義的な経済政策が実施 されたが、
提出者は、それが逆に景気低迷など新たな問題を生んだと指摘 している。 また、既 に確立 さ
れた憲法体制 と市場経済の下での西欧諸国の民営化 ・規制改革 と異なり、新たに市場経済 を
構築し、その上で民営化を行 うという二重の負担があった点や工業団地などEU.基準を満た
した形での旺盛な外資導人(例 えば、 ドイツo大手電気 ・ガス事業者であるエーオン)が な
された点に、東中欧改革の特徴があったとしている。
第三点目は、分析データが一次データ、二次データを含め、きわめて豊富であることであ
る。これは提出者の長年にわたる東中欧研究の成果 といってよい。すなわち、ブタペス ト大
学への留学(国 費=1年半)、在ルーマニア日本大使館での外務省専門調査員としての勤務
(2年)が、国際機関(OECD)、東中欧の政府 ・企業へのアクセスと資料収集を.可能 にした
のである。
g_p本論文 の短所
以上、本論文の優れた点を述べてきたが、本論文には、いまだいくつかの問題点がある。
問題点の一つ目は、規制改革の内容、とりわけ制度 アンバ ン ドリングや料金規制に関わる
改革の分析が、いまだ不.十.・分であり、 これが、効率 と公平をめぐる一般 論 にどう整合 してい
るのか、明瞭でない点である。東中欧は上下分離 とプライスキャJプ規制 を、とくにイギ リ
スを範に行ったわけであるが、どこまで模倣 し、どこか ら独 自ないし固有の規制設計をして
いるのか、その分析 が必要に思われる。また、企業組織の名称変更、売却政策の変更 など、
エージェンシー問題が発生 していることを指摘 しているが、それにより具体的にどのような
問題が生 じたか、より詳細な分析が必要であると思われる。
二つ目は、東中欧の電気 ・ガス事業の課題として、蒔生可能エ ネルギーの促進や弱者対策、
情報公開などを挙げているが、現在採 られている具体的な#aiについては、一i..・分な分析がな
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されていない点である。 これは、今後、重要なポイン トになると予想 され、 さらなる検討を
要す るところである。また、「エネルギーパ ッケージ」提案に対する規制影響分析が紹介さ
れているが、 これについても、EUが実施 した計量分析(全 要素生産性な.ど)を詳 しく分析 ・
検討 してみる必要があろう。
三つ 目は、「「問欧』観の克服を図る」 という点についてである。そうした視点が、なぜ、
どうして必要なのか、また重要なのか、説得力を欠いている点である。 これは、 「問欧」観
を克服 した後の世界が明確に提示 されていないことによるものと思われる。
3-3結論
本論文には、以.上に述べた長所と短所があるが、本論文の長所 と比較するとき、その短所
は軽微で、 しか もその大半は今後の研究課題となるべ きものであり、本論文の学問的な価値
をいささかも損な うものではない。
本論文の提出者 ・辻本政雄は、本学商学部卒業、本学大学院政治学研究科修士課程修了を
経て、2000年4月、本学大学院商学研究科博士課程に入学 した。本論文提出までの約8年 に
わたり、提出者は、東中欧の規制改革の研究に取り組んできた。また、ハ ンガリーの大学へ
の留学や在ルーマニア日本大使館に勤務などを通 して、現地の空気を吸いながら、規制改革
へのPA9題意識 を持続 させて きた。その研究成果は、すでにロシア ・東欧学会(「移行期中欧
におけるガス産業の規制改革」、「中欧における.ネッ トワーク型産業の規制改革」)、また日本
交通学会(「グローバル.アライアンス時代におけるチェコ ・ハ ンガリー ・ポーラン ドの規制
改革 と航空戦略」)等での発表で明 らかに されてお り、一定の学問的な評価 を受 けている。
本論文はこうした研究実績 をもとに、提 出者が従来の研究を集大成 したものである。
以上の審査結果に基づ き、本論文の提出者 ・辻本政雄は 「博士(商 学)早 稲田大学」の学
位 を受ける十分な資格があると認められる。
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